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　　　　　　　　　　【論説】
身分を秘匿してなした法律行為と詐欺罪
――暴力団員のゴルフ場利用をめぐって――
四條北斗
1.    はじめに
2.　近時の裁判例の動向
3.　考察
4.　おわりに　
1.　はじめに
　従来，18 歳未満の者が年齢を偽って成人向け雑誌を購入したとしても，
詐欺罪は成立しないと解されてきた 1）2）。同様に，未成年者が成人である
と偽って酒やタバコを購入したとしても，詐欺罪は成立しないとされる
3）。行為者が年齢（身分）を偽って物品を購入しても詐欺罪は成立しない
のであれば，同じく詐欺罪の成立が否定されるべきなのではないかとの
疑問が想起される場面がある。暴力団員が身分を秘匿して法律行為をし
た場合である。特に，近時，暴力団員が身分を秘匿してゴルフ場を利用
した場合に，詐欺罪の成立を認める裁判例が現れている。そこには，18
歳未満の者や未成年者が年齢を偽った場合と比して，不整合はないのか。
これが，本稿における問題意識である 4）。
　以下では，暴力団員が身分を秘匿してゴルフ場を利用したことにつき
詐欺罪の成否が争われた事例を概観し，問題点を確認した上で，わが国
の現在の主要な学説を基に，そのような場合に詐欺罪の成立を認めるこ
とができるのかについて，検討を加えることにする。
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2．近時の裁判例の動向
　暴力団員が身分を秘匿してゴルフ場を利用したことについて，詐欺罪
の成否が争われた事例として，公になっているものには以下のものがあ
る。
 
   2.1　 神戸地方裁判所平成 24 年 11 月 29 日判決 5）
　（1）　事実の概要
　平成 24 年 3 月 18 日，被告人は，ゴルフコンペに参加するために妻を伴っ
て本件ゴルフ場に赴いた。そして，被告人は，本件ゴルフ場に到着後，妻
に遅れて正面玄関出入口からクラブハウス内に入り，フロント付近にい
た妻に指示してゴルフコンペ用の署名簿に署名させ，これを同ゴルフ場
従業員に提示させて，本件ゴルフ場との間でのゴルフ場利用契約を成立
させ，施設利用の対価を支払った。その際，被告人も妻も，本件ゴルフ
場従業員に対して被告人が暴力団員であることを告げなかった。被告人
は，本件署名行為後，プレーする前に，妻に対し「暴力団お断りの看板
があるのか見てきてくれへんか」「入口近くにないか」などと依頼し，こ
れを受けて本件立て看板を見てきた妻から，看板には「暴力的行為をす
る方」と書かれており，「暴力団お断り」とは書かれていない旨報告を受
けたが，再度妻に本件立て看板の内容を確認するよう頼んで見に行かせ，
同様の報告を受けていた。
　兵庫県では，暴力団追放運動に関わる団体が，ゴルフ場からの暴力団
排除を実効あるものにするため，兵庫県ゴルフ場共通利用約款を策定し，
兵庫県暴力団排除条例が施行された平成 23 年 4 月にこれを施行した。そ
の第 4 条は，利用者が暴力団員，暴力団関係者，暴力団関係団体及びそ
の団体の関係者であるとき，利用者が入れ墨等をしているときには，当
該ゴルフ場は該当者及びその同伴者の利用を断る旨定めている。
　本件ゴルフ場は，本件当時，前記共通約款を使用しており，ゴルフ場の
品位と信用を守り，トラブルを防止するという観点から，利用者が暴力
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　　　　　　　　　　団員であることが判明した場合には，その利用を拒否するという方針を
とっていた。このため，本件ゴルフ場では，クラブハウスの正面玄関出
入口の自動ドア付近に，同ゴルフ場の方針を示す立て看板を設置し，また，
同クラブハウス内のフロント付近の壁面にも，立て看板と同趣旨の内容
が記載された看板を設置していたほか，前記共通約款を掲示していた。
　（2）　判旨
　神戸地裁は，まず，被告人の署名行為が欺罔行為に該当するかについて，
「本件ゴルフ場の従業員は，同ゴルフ場の利用者が暴力団員であることが
判明した場合には，同ゴルフ場の利用を当然拒否すると考えられ，同ゴ
ルフ場従業員にとって，利用者が暴力団員であるかどうかは，同人に本
件ゴルフ場を利用させるか否かを判断する基礎となる重要な事項である
ことが明らかであ」り，本件立て看板等の設置や共通約款の掲示により，
「本件ゴルフ場が暴力団員の利用を拒否する姿勢をとっていることをあら
かじめ施設利用申込者に対して明確に示しているといえる。」とした上で，
「本件ゴルフ場の受付カウンターにおいて署名簿に署名して同ゴルフ場の
利用を申し込むこと自体，自分が暴力団員ではないことを表す行為を当
然に含んでいるというべきであるから，暴力団員であることを秘して上
記のような署名をするのは，本件ゴルフ場の従業員をして，通常，当該
署名者が暴力団員ではないとの錯誤に陥らせてしまう性質の挙動といえ
る。」として，「本件署名行為は詐欺罪の欺罔行為に当たる」と判示する。
　次に，詐欺の故意について，「被告人が，本件署名行為の時点において，
本件ゴルフ場が暴力団員の利用を拒否する姿勢であることを確実に認識
していたとまではいえないけれども，少なくとも，本件ゴルフ場が暴力
団員の利用を拒否する姿勢である可能性が高いと認識していたと認める
のが相当であり，それにもかかわらず，被告人が暴力団員であることを
明らかにしなかったことからすると，被告人には詐欺利得罪の未必の故
意があったというべきである。」と判示する。
　そして，財産的損害について，「被告人は，本件ゴルフ場に対して施設
利用の対価を支払っていることは認められるけれども，前記のような欺
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罔行為を行い，これによって本件ゴルフ場の従業員を誤信させて，本件
ゴルフ場の施設を利用する利益を提供させ，これを被告人が取得してい
るのであるから，被告人に詐欺利得罪が成立することは明らかというべ
きである。」と判示する。
　以上のように判示し，神戸地裁は，本件行為について詐欺利得罪の成
立を認め，求刑通り懲役 1 年 6 月（執行猶予 3 年）の判決を下した。
　 2.2    福岡高等裁判所宮崎支部平成 24 年 12 月 6 日判決 6）
　（1）　事実の概要
　本件の事実関係及び原判決の概要は以下の通りである。本件被告人は A
及び B である。そのうち A は指定暴力団の構成員であり，また以下の事
実に登場する C も指定暴力団の幹部構成員である。本件では，以下の二
つの事実について詐欺罪の成否が問題となった。
　平成 23 年 8 月 15 日，被告人 B による当日の予約により，C 及び被告
人 A を含め，合計 6 名が宮崎県内にあるゴルフ施設 D でゴルフを行うに
当たって，各自がフロントで利用申込みの手続をした際，D の従業員 E
に対し，C 及び被告人 A がそれぞれ「ビジター受付表」に，氏名，生年
月日，郵便番号，住所及び電話番号（ただし被告人 A については生年月
日を除く。）を記載し，これを提出して，当該ゴルフ施設の利用に及んだ（第
1 事実）。
　同年 9 月 28 日，被告人 B が同年 8 月 25 日に 8 名 2 組として電話で予
約を入れ，同年 9 月 27 日に同伴者として「A」ら 7 名であることにつき
電話連絡を入れ，被告人 A・B 両名ら 8 名が宮崎県内にあるゴルフ施設 F
でゴルフを行うに当たって，各自がフロントで利用申込みの手続をした
際，F の従業員 G に対し，被告人 A が「ビジター控え」の氏名欄にその
氏名を記載し，これを提出して，当該ゴルフ施設の利用に及んだ（第 2
事実）。
　C 及び被告人 A は，第 1 事実ないし第 2 事実の各申込みの際，本件各
ゴルフ施設の従業員から，暴力団員という属性につき直接的な確認を受
けたり，これに対して積極的に暴力団員でない旨申し出たりするなどし
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　　　　　　　　　　たやり取りはなく，前示のような各書類の記載，提出を求められるにと
どまっており，偽名等を用いることもなかった。また，本件各ゴルフ施
設の利用の対価についても，それぞれ即日現金で精算された。
　ゴルフ施設 D 及び F は，利用規則や利用約款において，暴力団員によ
るゴルフ場の利用を拒絶する旨定め，暴力団排除活動に取り組む関連団体
に加盟した上で，クラブハウス出入口等に「暴力団追放協議会加盟事業所」
等と記載されたステッカーを貼付し，暴力団関係者の立入り及びプレー
を拒絶する旨記載された立て看板を設置するとともに，施設内に利用細
則を掲示する等して，利用者に周知を図っていた。さらに，暴力団員に
よる利用であることが判明した場合には，その利用を拒絶したり，プレー
中に判明した場合にはこれを中止させたりするという厳格な運用を行っ
ていた。
　なお，C 及び被告人 A は，本件各ゴルフ場利用以前に，警察官から宮
崎県内のゴルフ場では暴力団員の利用が禁止されており，そこでのゴル
フは許されないことを伝えられていた。また，F の会員である被告人 B は，
同年 1 月に暴力団員と共に F を利用したことが判明し，同年 5 月に利用
予約をした際に，F の総支配人から暴力団員が利用するのであれば拒否す
る旨電話で告げられ，当該予約をキャンセルしたこと，さらには，同県
内の他のゴルフ場においても，同伴者に暴力団員がいることから利用を
断られたことがあった。
　原判決 7）は，以上の事実に加え，全国的な規模で暴力団排除の社会的
機運が高まっていることや，同県においても暴力団排除条例が平成 23 年
8 月 1 日から施行されていたことを指摘し，「本件各ゴルフ施設の対応と
して，いずれも暴力団員による利用を固く禁止することは外部的にも相
応に示され，これを利用しようとする者において認知される状況にあり，
被告人両名らとしても，利用細則等の詳細はともかく，本件各ゴルフ施
設のこうした方針等をあらかじめ認識していたということができる。」と
する。そして，本件各ゴルフ施設が暴力団員による利用を一般的に禁止
し，前記のような厳格な運用を推進するのは，「他の正規の利用者におい
て安心してプレーできる利用環境を整備し，自社の社会的な信用を維持
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していくなど，それ自体経営的に重要な事柄であることに加え，……前
記のような条例の施行により，法的にも暴力団排除の要請が強まってお
り，ゴルフ場の経営上，その重要性が一層高まっていたことによると考
えられる」とする。
　その上で，「本件各ゴルフ施設から示されていた暴力団員の利用禁止と
いう方針と，被告人らがこれを十分に認識していたなどという事情の下
では，……C らにおいて自己が暴力団員であるのにこれを秘して判示各
従業員に対して当該ゴルフ場の利用を申し込む行為は，いわゆる挙動に
よる欺罔行為として，詐欺罪にいう人を欺く行為にほかならず，これに
よりその利便の提供を受けた行為は刑法 246 条 2 項の詐欺罪を構成」し，
それぞれ共同正犯が成立するとし，被告人 A に対しては懲役 1 年 6 月（執
行猶予 3 年），被告人 B に対しては懲役 1 年（執行猶予 3 年）の有罪判決
を下した。
　これに対し，弁護人は，被告人らが各ゴルフ施設の受付担当者に対し，
暴力団員であることを告げずに施設の利用を申し込んだ各行為は，いず
れも詐欺罪における欺罔行為に該当せず，また，被告人らには詐欺の故
意も共謀の事実もなかったのに，上記各行為がいずれも欺罔行為に該当
し，被告人らには詐欺の故意も共謀もあったとして詐欺罪の成立を認め
た原判決には，判決に影響を及ぼすことが明らかな事実誤認があるとし
て，控訴した。
　（2）　判旨
　福岡高裁宮崎支部は本件控訴趣意に対して，それぞれ以下のように判
示し，控訴を棄却した。
　まず，欺罔行為について，原判決が依拠する各事実によれば，「本件各
ゴルフ施設において暴力団員の立ち入りやプレーを禁ずることは，本件
各ゴルフ施設の経営上重要な事項であり，利用申込者が暴力団員でない
という属性は，本件各ゴルフ施設が利用者の申込みに応じて施設利用契
約を締結するか否かの判断において重要な事項である。そして，暴力団
員に対する利用拒絶の趣旨は，……社会的に周知されていたと考えられ
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　　　　　　　　　　る。そして，クラブハウス入口の前記立看板により，暴力団員の立ち入
りを拒絶していることからすれば，クラブハウス内に立ち入り，受付に
おいて利用を申し込むことができる者は，暴力団員ではない者に限られ
る。そうすると，被告人らが，前記掲示等がなされたゴルフ施設において，
暴力団員であるという属性を秘して利用申込みをする行為は，自らがそ
のような属性を有しないものであることを示して申込みをしたものであ
り，挙動による欺罔行為といえる。」とする。
　次に，詐欺の故意について，「宮崎県内のゴルフ施設が暴力団員の利用
を拒絶していたことは社会的に周知の事実であって被告人らも当然承知
していたと考えられる。加えて，被告人及び C は，警察官から暴力団員
に対する宮崎県内のゴルフ施設の方針を聞かされていたのであるから，宮
崎県内のゴルフ場では暴力団員であることが判明すれば利用を拒絶され
る旨認識していたのであり，これを秘して申し込むことが欺罔に当たる
ことを認識していたというべきである。B も，実際に暴力団員がプレーす
ることをＦで拒絶されていたのであるから，原判示第 2 の時点で，F で暴
力団員であることを秘して申し込むことが欺罔に当たらないとの認識で
あったとは到底考えがたい。被告人らには詐欺の故意が認められる。」と
する。
　そして，共謀については，「被告人は，原判示第 1 及び第 2 の各事実に
ついて，自己の申込みにつき詐欺の故意をもって欺罔行為を行い，さらに，
原判示第 1 については，暴力団員である C の申込みについても同様の認
識を有していると認められるところ，原判示第 1 の共犯者である C，原判
示第 2 の共犯者である B は，それぞれ被告人と同様の認識の下，共に本
件各ゴルフ施設の受付担当者を錯誤に陥れて暴力団員である被告人や C
にプレーをさせたのであるから，それぞれ意思を通じて詐欺の犯行を遂
行したものであり，共謀の事実も認められる。」とするのである。
　2.3    名古屋地方裁判所平成 24 年 4 月 12 日判決 8）
　本件は，暴力団員である被告人が，内容虚偽の記載をしたクレジット
カード申込書を作成し，カード会社に郵送してクレジットカードの交付
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を受けたこと及び，暴力団員であることを秘匿してゴルフ場を利用した
ことについて，詐欺罪の成否が問われ，前者については詐欺罪の成立が
認められ，後者については詐欺罪の成立が否定された一部無罪の事例で
ある。以下では，後者に関する部分についてのみ示す。
　（1）　事実の概要
　平成 22 年 10 月 13 日，暴力団構成員である被告人は，D らとともに長
野県内にあるゴルフ倶楽部を訪れた。そして，本件ゴルフ倶楽部の会員
である D は，被告人が暴力団構成員であることを認識していたのにこれ
を秘し，本件ゴルフ倶楽部従業員に対し，被告人らによるゴルフ場の施
設利用を申込み，同人らと本件ゴルフ倶楽部との間でゴルフ場利用契約
を成立させた上，同人らにおいて同倶楽部の施設を利用した。
　D は，平成 21 年 6 月頃，本件ゴルフ倶楽部の入会審査申請をした。そ
の当時，本件ゴルフ倶楽部においては，暴力団構成員及び暴力団構成員
と交友関係のある者の入会を一切認めておらず，本件ゴルフ倶楽部への
入会の際には「暴力団または暴力団員との交友関係がありますか。」とい
う項目を含むアンケートの提出を求め，上記項目への回答が「ある」で
あれば入会を拒否し，さらに，「私は，暴力団等とは一切関係ありません。
また，暴力団関係者等を同伴・紹介して貴倶楽部に迷惑をお掛けするよ
うなことはいたしません。」という内容の誓約書に署名押印させた上，提
出させており，D も上記アンケートの項目に「ない」と回答した上，上記
誓約書に署名押印して提出していた。
　また，本件ゴルフ倶楽部は，平成 15 年 5 月 5 日実施のゴルフ場利用約
款 5 条により，暴力団構成員等の入場及び施設利用を禁止しており，本
件当時，クラブハウス正面出入口付近に出入口の内側から外側に向けて，
その旨が記載された紙片が掲示されていた事実が認められる。このよう
に本件ゴルフ倶楽部が暴力団構成員等の入場及び施設利用を禁止してい
たのは，暴力団構成員がゴルフ場を利用することにより同人らと一般の
プレーヤーとの間でトラブルが発生することを予防し，プレー環境を整
備するためであり，本件ゴルフ倶楽部従業員は，暴力団構成員と分かって，
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　　　　　　　　　　同倶楽部への入場及び施設利用を認めることはなかった。
　（2）判旨
　名古屋地裁は，まず，欺罔行為について，「詐欺罪にいう人を欺く行為
とは，財産的処分行為の判断の基礎となるような重要な事項を偽ること
をいう」として，「本件ゴルフ倶楽部にとって同倶楽部の施設に暴力団構
成員が出入りしているか否かは，ゴルフプレー環境の整備に関わる営業
上重要な事項」であるとした上で，「同倶楽部における上記約款の存在，
D が同倶楽部へ入会した際の手続及び審査の状況等，D と同倶楽部との契
約関係からすれば，D については，同伴してゴルフプレーをしようとする
者の中に暴力団構成員がいることを告げずに同倶楽部の施設利用を申し
込むこと自体，当然にその中に暴力団構成員はいない旨の事実を表して
いるというべきであるから，真実は被告人が暴力団構成員であるのにこ
れを秘して上記申込みを行う行為は，詐欺罪にいう人を欺く行為にほか
ならない。」とする。
　しかし，その上で，名古屋地裁は，被告人の詐欺の故意を否定する。す
なわち，「D の同伴者が本件詐欺罪の故意を有していると認められるため
には，本件ゴルフ倶楽部の施設を利用しようとする者が暴力団構成員で
あるか否かが，同倶楽部従業員においてゴルフ場利用契約を成立させた
上，同倶楽部の施設を利用させるか否かの判断の基礎となる重要な事項
であることを認識しているとともに，D において，同伴してゴルフプレー
をしようとする者の中に暴力団構成員がいることを告げずに同倶楽部の
施設利用を申し込む行為自体，当然にその中に暴力団構成員はいない旨
の事実を表する行為であることを認識している必要がある」とした上で，
「この点，ゴルフ場において同伴してゴルフプレーをしようとする者の
中に暴力団構成員がいることを告げずにその施設利用を申し込む行為が，
一般的に，その中に暴力団構成員はいない旨の事実を当然に表する行為
であるとは認められない。加えて，被告人は，D が本件ゴルフ倶楽部へ入
会した際の手続及び審査には何ら関与しておらず，そのほかに被告人が D
と本件ゴルフ倶楽部との契約関係の具体的内容を知っていたと認めるに
84
桐蔭法学 20 巻 2 号（2014 年）
足りる証拠はないことからすると，D において本件ゴルフ倶楽部の施設利
用を申し込む行為自体が，当然に同人が同伴してゴルフプレーをしよう
とする者の中に暴力団構成員はいない旨の事実を表する行為であること
を，被告人が認識していたとは認められない」とする。さらに，「本件ゴ
ルフ倶楽部が，暴力団構成員がゴルフ場を利用することによる同人らと
一般のプレーヤーとのトラブルを予防し，プレー環境を整備するために，
同倶楽部自体の方針として暴力団構成員等の入場及び施設利用を禁止し
ていたことまで被告人が認識していたとは認められ」ないことから，被
告人が暴力団員であることが，「同倶楽部従業員において，同倶楽部との
間でゴルフ場利用契約を成立させた上，同倶楽部の施設を利用させるか
否かの判断の基礎となる重要な事項であることを認識していたとまでは
認められない。」と判示し，被告人が詐欺の故意を有していたと認めるに
は合理的な疑いが残るとして，被告人の本件ゴルフ場利用については無
罪とした。
　2.4     小括
　暴力団員によるゴルフ場利用について詐欺罪の成否が問題になった近
時の裁判例を概観してきたが，そこでの主たる争点は，欺罔行為の存在
と詐欺の故意であった。
　まず，客観的構成要件との関係で，いずれの事例においても，被告人
が自己または共にプレーする者が暴力団員であることを秘匿して利用申
込みをすることが , 欺罔行為といえるかが問題にされた。そこでは，身分
を秘匿してなす利用申込み行為を，「挙動による欺罔」（推断的欺罔）と
して構成し，詐欺罪の欺罔行為と認めているが，その前提として，いず
れの事例においても，利用者が暴力団員であるかどうかは，同人にゴル
フ場を利用させるか否かを判断する基礎となる重要な事項であり，また，
暴力団員の立入やプレーを禁止することはゴルフ施設の経営上重要な事
実であるとする。
　これは，行為者が，第三者に搭乗させる意図を秘して，自己に対する
外国行きの搭乗券の交付を請求し，その交付を受けたという事案 9）にお
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　　　　　　　　　　いて，「搭乗券の交付を請求する者自身が航空機に搭乗するかどうかは，
本件係員らにおいてその交付の判断の基礎となる重要な事項であるとい
うべきであるから，自己に対する搭乗券を他の者に渡してその者を搭乗
させる意図であるのにこれを秘してその搭乗券の交付を請求する行為は，
詐欺罪にいう人を欺く行為にほかなら」ないとした近時の最高裁の立場
と，表現の上では整合的であるといえる。
　しかし，利用者が暴力団員であるという事実が取引上重要な事実とさ
れる理由として示された，「ゴルフ場の品位と信用を守り，トラブルを防
止するという観点」，「他の正規の利用者において安心してプレーできる
利用環境の整備」，「自社の社会的な信用の維持」，あるいは，暴力団排除
条例の施行による「暴力団排除の法的要請」の高まりといった目的ない
し事柄の達成は，財産犯である詐欺罪の成否との関係でいかなる意味を
持ちうるのであろうか。
　このことは，詐欺罪の成立要件との関係では，詐欺罪を構成する欺罔
行為は，何に対する錯誤を生じさせるものでなければならないかという
問題である。またそれは，詐欺罪における財産的損害の要否およびその
内容はいかなるものなのかという問題と関係する。暴力団員が利用する
ことによるゴルフ施設の利用環境や信用の低下や暴力団排除という法的
要請に応えられないことが，直ちに詐欺罪を構成する財産的損害を意味
し，それ故に暴力団員であることを秘匿してなす利用申込みが欺罔行為
になるとの構成は支持されるべきか。また，前記の目的や法的要請に応
えられないことが直ちに財産的損害を意味するわけではないが，その先
に生じうるゴルフ施設の利用環境についての風評による間接的な損害（の
可能性）を財産的損害と捉えることは許されるのかが問われなければな
らない。
　つぎに，主観的構成要件との関係で，いずれの事例においても，詐欺
の故意が問題にされた。神戸地裁判決では，被告人が，少なくとも本件
ゴルフ場が暴力団員の利用を拒否する姿勢である可能性が高いと認識し
ていたにもかかわらず，暴力団員であることを明らかにしなかったこと
に未必の故意が認められた。また，福岡高裁判決では，被告人らが「暴
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力団員であることが判明すれば利用を拒絶される旨認識していたのであ
り，これを秘して申し込むことが欺罔に当たることを認識していたとい
うべきである」とされた。
　これに対し，詐欺罪の成立を否定した名古屋地裁判決では，利用申込
者の同伴者である暴力団員が詐欺罪の故意を有していると認められるた
めには，ゴルフ倶楽部の施設を利用しようとする者が暴力団員であるか
否かが，「同倶楽部従業員においてゴルフ場利用契約を成立させた上，同
倶楽部の施設を利用させるか否かの判断の基礎となる重要な事項である
こと」の認識とともに，利用申込者が，同伴してゴルフプレーをしよう
とする者の中に暴力団構成員がいることを告げずに同倶楽部の施設利用
を申し込む行為自体，当然にその中に暴力団構成員はいない旨の事実を
表する行為であることの認識が必要であるとする。ここでは，前二者の
判決に比べ，故意の認識対象となる事実について，より具体的な内容を
求めている。
　もっとも，そこで要求されているもののうち，前者は，詐欺罪を構成す
る欺罔行為は何に対する錯誤を生じさせるものでなければならないかと
いう，客観的要件の捉え方と相関する問題であり，客観的要件として，利
用者が暴力団員であるという事実が取引上重要な事実といえるかという
問題との関係で，そのような認識を求めることの意味も変わりうる。また，
後者については，他者を介する挙動による欺罔の認識を要求するもので
あるが，ここでも，そもそも暴力団員であることを秘匿することが欺罔
行為といえるのかという客観的要件の検討がまずなされるべきであろう。
したがって，以下では，まず，詐欺罪における財産的損害の意義，欺罔
行為および錯誤の対象について考察する。
3．考察
　暴力団員によるゴルフ場利用が詐欺罪に該当するのかを検討するため
に，詐欺罪の財産的損害，欺罔行為および錯誤について，わが国におけ
る現在の主要な学説を概観し，検討することにする。その際，本稿にお
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　　　　　　　　　　ける問題意識との関係で，主として，身分を秘匿して取引を行った場合
について如何なる理論構成になるかに着目してなされることになる。その
上で，暴力団員によるゴルフ場利用が詐欺罪に該当するかについて，検
討を加えることにする。
　
　3.1　財産的損害の意義
　従来の通説は詐欺罪を個別財産に対する罪と解し 10），詐欺罪も財産犯
であるから，その成立には財産的損害の発生が必要であるとする。この
財産的損害の発生について，いわゆる形式的個別財産説は，「その財物の
喪失じたいが損害と考えられる」11）として，欺罔行為により錯誤に陥り，
個別の財産の交付（喪失）それ自体が財産的損害に当たると解する。し
かし，この見解に対しては，騙されなければ財産を交付しなかったとい
うだけで詐欺罪の成立を認めることになり，実質的には財産上の損害を不
要とする立場とかわりがないとの批判がなされる 12）。また，詐欺罪にお
いては交付行為が要件となっており，そこでは瑕疵ある意思ではあるが
被害者側の意思に基づいているので，相当対価を得ている場合には，占有・
支配の喪失だけで財産的損害を基礎づけうるのかという疑問がある 13）。
　形式的個別財産説よれば，18 歳未満の者が年齢を偽って成人向け雑誌
を購入した場合，店主が騙されたことにより成人向け雑誌を交付したと
いう事実をもって財産的損害があるとして，詐欺罪が成立し得るといえ
ようが 14），実際には，形式的個別財産説の論者も，このような場合に詐
欺罪の成立を否定する。交付自体を損害であると解しても，「そのような
行為は財物の交付に向けた詐欺行為とはいえないであろう。それは，本
当のこと（17 歳）を知っても，通常相手方は販売したであろうからであ
る。」15）とするのである。ここでは，詐欺罪の成否について財産的損害の
有無というよりは，むしろ年齢を偽って購入の申込みをする行為が，何
に対する錯誤を生じさせているのかが重視されているといえよう。
　現在では，形式的個別財産説と同じく，詐欺罪を個別財産に対する罪
とした上で，「詐欺罪が財産犯である以上，やはり実質的な財産上の損害
という要件が必要である」16）として，財産的損害を固有の要件とする実
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質的個別財産説が有力な見解になっている 17）。実質的財産説は一般に，
18 歳未満の者が年齢を偽って成人向け雑誌を購入した場合に，実質的損
害がないとして詐欺罪の成立を否定する。その理由について，ある論者
は，「被害者の錯誤が財産と実質的に関係ないもの」である点に求めてい
る 18）。そこでは，実質的損害を独立した要件として検討するのではなく，
被欺罔者の錯誤の内容との関係でその存否を判断しているといえよう 19）。
このことは，実質的個別財産説の論者が，財産の交換手段・目的達成手
段という性格に着目して，個別の財物・利益の喪失が被害者にとって財
産的損害と評価できる場合にのみ詐欺罪の成立を肯定することにも見て
とることができる。このように取引の目的の不達成に着目する場合，「書
店は代金の獲得という取引の目的を達成し，雑誌はその効用を全うした
のであるから，財産的損害が否定され，詐欺罪は不成立になる」20）と理
解されることになる。
　もっとも，実質的個別財産説に対しては次のような疑問が提起されて
いる。それは，実質的個別財産説の論者は一般に，18 歳未満の者が年齢
を偽って成人向け雑誌を購入した場合に，実質的損害がないとして詐欺
罪の成立を否定するが，恐喝罪についても同様の結論を導くのかという
ものである。すなわち，「未成年者には売る意思のない本屋に暴行・脅迫
を加えて本を売らせた場合にも，本屋は本の代金を受け取っており実質
的損害がないので恐喝罪が否定される，と考えるのかは不明である」。そ
して，この場合に恐喝罪の成立を認めるべきであるならば，「実質的損害
の考慮は，詐欺罪独自の要件の中で考慮される必要がある。それは，錯
誤の要件であり，ひいては欺罔行為の要件である。」と 21）22）。
　そこで，このように実質的損害の考慮を詐欺罪独自の要件の中で行う
立場から主張されるのが法益関係的錯誤説である。すなわち，「詐欺罪に
おける錯誤は，法益関係的錯誤でなければならず，詐欺罪における欺罔
行為は，そのような法益関係的錯誤に向けた欺く行為でなければならな
いとする見解」23）である。18 歳未満の者が年齢を偽って成人向け雑誌を
購入した場合，論者は，「店主の錯誤は，詐欺罪が保護する財産的利益に
関する錯誤ではなく，青少年保護という社会的法益に関する錯誤である
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　　　　　　　　　　から，法益関係的錯誤に向けた欺罔行為を認めることができず，詐欺罪
は成立しない」24）とする。また，別の論者は，「『本を売る相手が未成年
か成人か』に関する錯誤は，詐欺罪が予定する被害者の錯誤ではないと
解するべきである。そして，詐欺罪が予定する錯誤を惹起する虞が認め
られない場合，何らかの欺く行為があっても，それはそもそも『欺罔行為』
にあたらないと考えることができよう」25）とする。もっとも，この見解
は考え方の枠組みを示すものであり 26），何を詐欺罪の法益関係的錯誤と
解するかにより，結論は異なりうる。したがって，この見解からも，詐
欺罪の法益関係的錯誤の内容が，さらに検討されなければならない。
　このように，詐欺罪の処罰範囲の限定に関して，現在の学説の潮流は，
固有の要件としての財産的損害の発生の要否およびその内容を問うので
はなく，むしろ，何についての錯誤の惹起に向けられた欺罔行為なのか
という点に，（そして，それとの関係で財産的損害を考慮することに，）そ
の関心が移っているといえよう 27）。また，このことは翻って，従来の財
産的損害の要否をめぐる議論は，「仮象問題を巡る対立」という側面を持
つものであって，むしろ，「移転した個別の客体に対する支配の喪失それ
自体が，詐欺罪における構成要件的結果・法益侵害」であり，「重要なこ
とは，移転した個別の客体に対する支配の喪失それ自体が，詐欺罪によっ
て発生を防止されるべき性格のものであるか否か」であるとする見解 28），
とも，議論の方向性の軌を一にしているといえよう。
　3.2　欺罔行為と錯誤
　それでは，どのような事実についての錯誤を生じさせる行為が，詐欺
罪を構成する欺罔行為たり得るのであろうか。この問題は，前述のように，
財産的損害の要否について如何なる理解をする場合においても，共通す
る問題である。そして，被欺罔者が財物・財産上の利益の移転について
は意識しているが，反対給付や給付の目的についての錯誤や付随的事情
についての錯誤を生じている場合に着目されるひとつの要素が，取引関
係における重要な事実としての当該取引における目的である 29）。もっと
も，その目的ないし重要な事項をどのように捉えるかによって，詐欺罪
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の成立範囲は大きく異なることになる。
　個人の自由な価値決定による財産の排他的支配を保護法益とする人格
的財産概念を唱える論者からは，客観的に示された当事者（被害者）の主
観的効用（取引目的）は，すべて保護すべきであるとされる 30）。この見
解からは，18 歳未満の者が年齢を偽って成人向け雑誌を購入した場合に
も，店主の主観的価値が害されているとして，詐欺罪の成立が認められる
ことになる 31）。この見解は，現行法体系において自由・財産については「個
人の自由な処分・私的自治」が尊重されなければならず，その利益の衝突・
侵害がある場合にのみ「公共の福祉」（共存）の観点から公的規制が許さ
れるにすぎない 32），という思想に裏付けられた一貫した主張である。
しかし，この見解を徹底した場合には，結局のところ，詐欺罪は「被害
者の意思決定を保護する犯罪」ということになろうが 33），その場合，意
思決定の自由を保護法益とする強要罪との法定刑の著しい差を，財産が
形式的に交付されているという事情だけでは説明することが困難である
といわざるを得ないであろう 34）。
　他方で，詐欺罪の財産犯としての性格を重視し，そこで保護される被
害者の目的を限定しようとする見解が主張されている。そのひとつが，
財産は，その利用・収益・交換価値において保護されているので，財物・
財産上の利益の移転それ自体には錯誤がない場合であっても，そのような
財産処分の「客観化可能で具体的給付に内在し，かつ経済的に重要な目的」
に錯誤がある場合には，法益関係的錯誤を認めることができる，という見
解 35）である。この見解によれば，その目的の達成に錯誤がなければ，付
随的事情について錯誤があったとしても，詐欺罪の成立を認めるべきで
はないとされる。したがって，年齢を偽って成人向け雑誌を購入する場合，
「本屋がいかに青少年保護に熱心で，金儲けよりも未成年者に成人向けの
本を売らないほうが重要であると思っていたとしても，本を販売する（代
金と交換して利益をあげる）という目的が達成されていれば，詐欺罪の
成立を認める必要はない」ことになる 36）。ここでは，被害者の目的の重
要性に着目されているが，何が重要な目的なのかは，社会情勢の変化が
一定の影響を有することは否定できず，さらにその基準が求められる 37）。
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　　　　　　　　　　　その試みのひとつとして，近時，次のような見解が主張されている。
論者は，詐欺罪における錯誤を，「①交付した財産自体の内容・価値に関
する錯誤か，②被害者が自己の財産と引替えに達成しようとした社会的・
経済的目的に関する錯誤」38）と捉え，この社会的・経済的目的の範囲を
いかに限定するかが，事実上きわめて重要であるとした上で，重要性を
判断する視点として，以下の視点を提示する。
　第一の視点は，財産の交付が経済的取引なのか個人の主観的な価値実
現として行われているかの区別である 39）。前者の場合は，その取引社会
において一般に重要とされる目的のみが保護されることになり，交付者
の主観的目的が保護されないこともあり得るとされる。
　第二の視点は，財物・利益の交付と経済的な不利益の発生の直接性であ
る。「財物・利益の交付それ自体から直接的に経済的な不利益が生ずる場
合は，行為者は目的達成に失敗しており，当然に詐欺罪が成立する」と
される 40）。なお，論者は，交付した財物の不正使用などによる経済的な
リスクを間接的・抽象的な利益として保護することは不適切であるとし
た上で，「詐欺罪で保護されるべき目的は経済的な目的に限られるわけで
はなく，社会的に重要な目的も同罪の保護対象に含まれると解すべきで
あ」り，「経済的利害に直結しなくても，重要な社会的目的は保護される
と端的に解した方が適切である」41）とする。
　第三の視点は，付随的目的の重要性の判断における取引主体の社会的
な位置づけである。そこでは，「取引主体が利潤を追求するだけではなく，
いわば公的な存在として一定の公的な利益を保持すべき立場にあるとい
える場合には，たとえ十分な対価を得ている場合であっても公的な利益
の不達成があれば詐欺罪の成立を認めるべきであろう」42）とされる。た
だし，このような考慮は，業務内容の公益性が極めて高いような例外的
な状況に限定してなされるべきであるとされる 43）。
　第四の視点は，他の構成要件との「住み分け」である。刑法典内部の
保護目的に関する重複的評価をさけるために，刑法典の犯罪類型につい
ては「住み分け」を図ることが重要であるとする 44）。
　第五の視点は，社会的・経済的な目的に対する社会における評価（社
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会的重要性）である 45）。これは，挙動による欺罔の評価と関係するとさ
れる。すなわち，「申込行為自体が挙動による欺罔行為と評価できるよう
な場合には，欺罔された事実が社会的に重要な目的達成に係る内容であ
り，したがって，詐欺罪の実質的法益侵害を肯定できる場合が多くなる」
とするのである。
　このような基準から，例えば，暴力団関係者がそのことを秘して賃貸
マンションの賃貸借契約を締結する行為について，次のように述べる 46）。
まず，十分な収入のない暴力団関係者が職業や年収について虚偽の事実を
申し向けた場合，不動産について賃貸借契約を締結する際に賃貸人は賃
料を確実に受け取ることについて重大な関心を有していることから，暴
力団関係者か否かという点に関わりなく，詐欺罪の成立が認められるこ
とになる。また，賃貸人は居住用など一定の目的に限定して不動産の賃
貸に応ずることから，暴力団事務所として用いる意図を秘して，居住用
の賃貸マンションを申し込んだ場合も，詐欺罪の成立が認められるとす
る。これに対して，家賃を支払う十分な資力のある暴力団関係者が暴力
団関係者であることを秘して，居住目的で賃貸マンションの契約を締結
する場合には，挙動による欺罔や不作為の欺罔行為は認めることができ
ないとする。
　この見解は，詐欺罪における法益関係的錯誤を，交付した財産自体の
内容・価値に関する錯誤か，被害者が自己の財産と引替えに達成しよう
とした社会的・経済的目的に関する錯誤であると捉え，後者についてさ
らにその範囲の限定を試みるものである。また，そこで示された視点の
具体的事例への適用の帰結は，基本的に，詐欺罪の成立範囲を制限的に
捉えることのできるものである。
　しかし，この見解は，詐欺罪を構成する錯誤に社会的目的に関する錯
誤を含むことによって，詐欺罪による社会的法益の保護を制約すること
に困難さを孕でいる。既に指摘されているように 47），社会的目的を含む
とする場合，18 歳未満の者が年齢を偽って成人向け雑誌を購入した場合
に詐欺罪は成立しないとする見解に対して示された，それは「それらに
対する規制及びその運用やこれを取り巻く社会の意識が『おおらかな時
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　　　　　　　　　　代』には妥当したものと思われるが，決して所与のものでも不動のもの
でもない……現今の法規制や社会情勢を踏まえ，成人のみに対する販売
を重視し，励行しているという販売者が決して珍しくない中で，そのよ
うな販売者に対して敢行されたのであれば，上記行為について詐欺罪の
成立は妨げられないという解釈をするのがむしろ自然であるように思われ
る」48）との見解を否定することができなくなろう。
　さらに，これらの見解とは別に，目的不達成を詐欺罪の成立要件として
の財産損害の内容と捉える立場から，目的不達成にいう目的を，「財産権
の行使として合理的と評価されるものに限定」する見解がある 49）。論者は，
未成年者が成人であると偽ってタバコを買い代金を支払った場合を引き
合いに出して，次のように述べる。すなわち，「この場合に詐欺罪の成立
を認める見解は，未成年者喫煙禁止法によって追求される喫煙の害の防
止という公衆衛生上の法益の侵害をもって，財産犯である詐欺罪の成立
を根拠づけることになる。しかし，今述べたように，未成年者に対する
喫煙の害の防止という目的は，公衆衛生上のものであって，詐欺罪にお
いて尊重されるべき財産の行使として合理的と評価されるものには属さ
ない。」50）と。そこでいう目的の財産犯的限定は，取引主体の役割に応じ
て変化するとされる。そして，利潤追求を旨とする「商人」の役割にお
いては，原則として，利潤追求のみを「財産権の行使として合理的と評
価される目的」と解すべきであるとして 51），「商人」的利潤追求の場合に
は，通常，取引対象の「交換価値」が重要であるから，相当対価があれば，
原則として，「財産損害」はないとするのである 52）。
　詐欺罪における欺罔行為および錯誤の対象をどのように捉えるかにつ
いて，現在の主要な見解とその帰結を概観してきた。詐欺罪を財産犯と
して捉え，それにより保護されるべきものが，基本的に，交換手段や目
的達成手段としての財産であると解するならば，取引における目的との
関係における重要な事項は，そのような意味での財産犯的な限定がなさ
れたものと把握されるべきであり，その目的が失敗に終わった場合に詐
欺罪の法益侵害性が認められ，それが詐欺罪によって発生が防止される
べき結果であると考えるべきであろう。したがって，詐欺罪の外延を不
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明確にする虞を孕む社会的目的は，ここでの重要な事項として取り込む
べきではない。そのような目的を取り込むことで，場合によっては，社
会的に害のある「行為に財やサービスの交換が伴えば，新たな立法を待
つまでもなく，簡単に詐欺罪で処罰することができてしまう」53）ことが
危惧されるからである。
　3.3　暴力団員のゴルフ場利用と詐欺罪
　それでは，欺罔の対象となる重要な事項を取引における目的のうち財
産犯的な限定のなされたものに限るとして，暴力団員によるゴルフ場の
利用は，詐欺罪の成立が認められるべき場面なのであろうか。ここまで
の検討から，この問題は主として，先に挙げたいずれの裁判例において
も重要な事項であるとされた被告人の暴力団員という身分，および，そ
の前提とされるゴルフ場の品位や利用環境，ゴルフ施設の社会的な信用，
暴力団排除の法的要請といった事項が，ゴルフ場の利用申込者とゴルフ
施設側との取引における財産犯的な限定がなされた目的に含まれるか否
かによる。
　この点，近時ゴルフ施設が暴力団員の利用を拒むことになったひとつの
大きな要因である暴力団排除条例等による暴力団排除の法的要請につい
ては，およそ財産犯的な限定のなされた目的とはいえないであろう。ゴ
ルフ施設が条例等に基づいて暴力団員の利用を拒むことは，各施設の経
営方針として尊重されるべきではあるが，それはあくまでも刑事政策的
な社会的利益の追求であり，ゴルフ施設の経済的な利益と直接的には関
係しない付随的目的である 54）。このような付随的目的の考慮は，原則的
に詐欺罪の成否について取り入れられるべきではないし，その考慮がな
されるとしても，例外的に，業務内容の公益性が極めて高い場合に限ら
れるべきであろう。そして，既に指摘されているように 55），ゴルフ場には，
そのような刑事政策の追求において，他の一定の公共的役割を負う事業
とされる銀行や航空会社などと同等の公共的役割があるとはいえないの
ではなかろうか。
　また，ゴルフ場の品位や利用環境，さらにはゴルフ場の社会的な信用
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　　　　　　　　　　といった風評は，暴力団員が利用することによりそれらが低下すること
でゴルフ場の経営がダメージを受け，それが財産的損害になると考えら
れているのだとすれば，そこには論理の飛躍がある。暴力団員の利用に
よる風評の低下とゴルフ場による利用許可というサービスの提供は，直
接的な対応関係にはないからである 56）。また，もし暴力団員がゴルフ場
を利用する際に他の利用者との間でトラブルを起こし，それにより他の
利用者がそのゴルフ場の利用を敬遠するようになったとしても，それは，
業務妨害罪で対処すべき事柄であっても，詐欺罪で対処すべき事柄では
ない。
　そもそも，ゴルフ場経営は利潤追求を目的とする経済的取引を行う主
体であって，個人の主観的な価値実現を図るものではない。その取引の
経済的な目的は，申込者にゴルフ場の利用を許可することと引き換えに
申込者から利用代金を得ることである。18 歳未満の者が年齢を偽って成
人向け雑誌を購入した場合に，青少年保護という社会的目的が詐欺罪に
おける欺罔の対象から除外されたように，現在の社会において公共的役
割の負担がそれほど大きいとは考えられないゴルフ場についても，その
取引の目的から暴力団排除という社会的目的は除外されて考えられなけ
ればならないであろう。そうであるならば，暴力団員が相当対価を支払っ
てゴルフ場を利用する行為には，当該取引における重要な事項について
の欺罔行為も錯誤も存在しないのであり，詐欺罪の成立を認めるべきで
はないのである。
　そして，暴力団員による利用を拒む意思を看板やフロント付近への文
書の掲示によって明示しているとしても，そのことをもって，結論が左
右されるべきではない。前述のように，ゴルフ場で暴力団員が利用申込
みをするにあたって身分を秘匿したことが詐欺罪との関係での重要な事
項ではない以上，暴力団員としての身分を秘匿すること自体に対する評
価は変わらないからである。
　暴力団員の利用を拒むことを明示してある場合には，その身分を秘匿す
ることが欺罔行為になり，それによりゴルフ場を利用したことが二項詐
欺罪になるとするならば，「空腹の組員が『暴力団関係者の来店は一切お
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断り！』と張り紙をする店に入り，一般人を装って飲食物を注文しその
代金を支払ったという場合」57）にも，詐欺罪を認めなければならないで
あろう。しかし，そのような結論は支持し得ないのではなかろうか。ここ
でも，失敗に終わったのは，暴力団の撲滅という非財産的な目的だから
である 58）。この場合に詐欺罪が成立するとすれば，どのような店舗でも
「暴力団関係者の来店は一切お断り！」と張り紙等をしていれば，暴力団
員が他の客と変わらない穏当な態様で利用したとしても，詐欺罪の成立
を認めることになろう。それは反社会的勢力の排除という刑事政策上の
目的には資することになるのかもしれないが，正当にも，「詐欺罪が社会
政策の実現に広範に利用される社会というのは，恐るべき社会である」59）
と指摘されるように，それは財産犯である詐欺罪によって実現されるべ
き目的ではないのである。
　冒頭に挙げた裁判例では，いわゆる挙動による欺罔という概念によっ
て欺罔行為が認められていた。しかし，前述ように，すでに暴力団排除
の法的要請に応えることや，暴力団員がゴルフ場を利用することによる
ゴルフ場の利用環境および品位・信用の低下を防ぐという目的が，詐欺
罪の欺罔の対象となる重要な事項とはいえないとするならば，暴力団員
という身分を秘匿することを欺罔行為であるということはできないこと
になろう。いかなる場合に挙動による欺罔が認められるのかはその限界
が不明確であり，なお議論がなされる必要があるが，そもそも錯誤の対
象となる事項が，詐欺罪において考慮されるべきものでない以上，その
ような事項に向けられた欺罔を詐欺罪を構成する欺罔行為とすることは
できないからである。
　また，名古屋地裁判決では詐欺の故意を否定することで，詐欺罪の成
立を否定したが，そこで故意の認識対象とされた事実は詐欺罪における
欺罔行為の内容ではないのであるから，そのような内容について具体的
な認識が欠けていたことを理由に詐欺罪の故意を否定して，詐欺罪の成
立を否定するのではなく，そもそも，客観的要件について欺罔行為が存
在しないとして，詐欺罪を否定すべきであると思われる。名古屋地裁判
決が詐欺罪の成立を否定した結論においては支持し得るが，その理論構
97
身分を秘匿してなした法律行為と詐欺罪-暴力団員のゴルフ場利用をめぐって-（四條北斗）
　　　　　　　　　　成には，なお疑問が残る。
4．おわりに
　このようにして，暴力団員が身分を秘匿してゴルフ場を利用する場合
に，詐欺罪の成立を認めることはできないと解するべきである，との結
論に至る。
　ところで，冒頭に挙げた事例で有罪判決を下された事例では，執行猶
予付きの懲役刑が科されている。いずれの事例においても，「実刑をもっ
て臨むまでのことはない」との量刑理由が述べられている。取締当局の
側からは，そのような軽微な行為に対しても法定刑に懲役刑しか規定さ
れていない詐欺罪をもって臨むことにより，暴力団排除のより実効的な
統制効果をもたらすことが期待されるのかもしれない。執行猶予が付さ
れることにより，その他の場面における場合によっては軽微な行為によっ
ても，執行猶予を取り消すことが可能になり，取締を強化しうるからであ
る。このような取締方法が支持されうるかは，取締目的だけでなく，適
用される罰条の本来の趣旨及び保護法益に鑑みて検討されなければなら
ないであろう 60）。そして，本稿はそれを支持し得ないものと考える。こ
のような刑罰法規の適用は，実質的に罪刑法定主義に反しているのでは
なかろうか。
　また，このことは一定の身分や属性を理由に行為の自由を制約するこ
とになるが，そのような取締方法に限界を設けることはできるのであろ
うか。反社会的勢力として暴力団員の行為を制約することに，おそらく
多くの市民は異を唱えることはないであろう。しかし，一旦このような
規制のあり方を認めるならば，他の場面においても，その時々に刑事政
策的に取締りが望まれる者に対して，間接的に関係しうる罰条をもって
恣意的に取締ることを可能にすることになる虞がある。刑法は刑事政策
の越えられない壁であるとするならば，各々の刑罰法規の目的および射
程を厳格に画することを放棄すべきではないのである。
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　【註】　
　　1）  西田典之『刑法各論［第 6 版］』209 頁，前田雅英『刑法各論講義［第 4 
               版］』（東京大学出版会・2007 年）287 頁など。
　　2）  長井圓「判批」平成 19 年度重要判例解説（2008 年）180 頁は，これを「通
　　　  俗的誤解」に由来する「騙し絵」と評する。            
        3）  林幹人『判例刑法』（東京大学出版会・2011 年）297 頁，山口厚『刑法各論［第 
              2 版］』（有斐閣・2010 年）267 頁。
4）  既にこの問題を論ずるものとして，松宮孝明「暴力団員のゴルフ場利 
      用と詐欺罪」浅田和茂ほか編『刑事法理論の探求と発見 斉藤豊治先生古 
      稀祝賀論文集』（成文堂・2012 年）147 頁以下がある。
5）  神戸地判平成 24 年 11 月 26 日 LEX/DB 文献番号 25445789。
6）  福岡高判平成 24 年 12 月 6 日 LEX/DB 文献番号 25500177。
7）  宮崎地判平成 24 年 5 月 21 日 LEX/DB 文献番号 25500176。
8）  名古屋地判平成 24 年 4 月 12 日 LEX/DB 文献番号 25481215。
9）  最決平成 22 年 7 月 29 日刑集 64 巻 5 号 829 頁。 
10）これに対し，林幹人『刑法各論［第 2 版］』（東京大学出版会・2007 年） 
　　144 頁以下は，財産犯のすべてを全体財産に対する罪と解した上で，詐
　　欺罪についても背任罪と同様に「財産上の損害」の発生を要求する。
11）団藤重光『刑法綱要各論［第 3 版］』（創文社・1990 年）619 頁。 
        その他に，大塚仁『刑法概説（各論）［第 3 版増補版］』（有斐閣・
        2005 年）255 頁以下，大谷實『刑法講義各論［新版第 4 版］』（成
        文堂・2013 年）272 頁，福田平『刑法各論［第 3 版増補版］』（有 
　　斐閣・2002 年）249 頁。
12）   西田・前掲註（1）203 頁。
13）   松原芳博「詐欺罪・その 2」法学セミナー 700 号（2013 年）108 頁。
14）  もっとも，店主が，客が 18 歳未満の者であると分かっていれば販売
　　 を拒んでいたはずであるとして，不本意にも雑誌の占有を手放したこ 
        とに書店の財産的損害を見出し詐欺罪の成立を認めることに対しては ,
      「詐欺罪を青少年の健全育成や店主の 意思決定の自由一般を保護する 
99
身分を秘匿してなした法律行為と詐欺罪-暴力団員のゴルフ場利用をめぐって-（四條北斗）
　　　　　　　　　　      ために転用するものではなかろうか」 との正当な指摘がなされている
      （松原・前掲註（13）108 頁）。
15）   大谷・前掲註（11）273 頁。
16）  西田・前掲註（1）203 頁。その他に，木村光江「詐欺罪における損害
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        文堂・2011 年）319 頁，中森喜彦『刑法各論』（有斐閣・2011 年）121 頁，
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         堀内捷三『刑法各論』（有斐閣・2003 年）153 頁，前田・前掲註（1）287 頁，
         山中敬一『刑法各論［第 2 版］』（成文堂・2009 年）340 頁など。 
17）   佐伯仁志「詐欺罪（1）」法学教室 372 号（2011 年）106 頁は，「現在では， 
        実質的個別財産説の方が通説になっているといえる」とする。
18）   前田・前掲註（1）287 頁，木村・前掲註（16）3 頁。
19）   橋爪隆「詐欺罪成立の限界について」『植村立郎判事退官記念論文集 
        現代刑事法の諸問題〔第 1 巻第 1 編理論編・少年法編〕』（立花書房・ 
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22）   これに対し，松宮・前掲註（4）152 頁は， 財産的損害を詐欺罪の
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        を得た」 ことの裏返しとして，被欺罔者側にそれに対応する「財産 
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23）   佐伯・前掲註（17）「詐欺罪（1）」107 頁・その他に，内田浩「詐欺  
         罪における財産的損害」法学教室 359 号（2010 年）34 頁以下，橋爪 隆
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28）   伊東研祐『刑法講義各論』（日本評論社・2011 年）196 頁。 　
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ているとはいえない，とする。
30）  長井圓「証書詐欺罪の成立要件と人格的財産概念」『現代社会型犯 罪 の
　　　諸問題』（勁草書房・2004 年）339 頁以下。　
31）  長井・前掲註（30）344 頁，さらに，同・前掲註（2）182 頁。
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56）　松原・前掲註（13）111 頁。 
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の話ではなく，刑法の適正な解釈の問題」なのである。
【付記】本稿脱稿後，福岡高裁宮崎支部平成 24 年 12 月 6 日判決の上告
審判決である最高裁判所第二小法廷平成 26 年 3 月 28 日判決 LEX/
DB25446329 および名古屋高裁平成 25 年 4 月 23 日判決（名古屋
地裁平成 24 年 4 月 12 日判決の控訴審）の上告審である最高裁判
所第二小法廷平成 26 年 3 月 28 日決定 LEX/DB25446340 に接した。
これらの検討は別稿で行う。
（よじょう ･ ほくと　大阪経済大学経営学部ビジネス法学科 専任講師）
